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部活動指導手当見直しに関する交渉は決裂
県教委は日額削減の提案を変えず

高教組は 1 月 25 日、部活動手当の
見直し提案(要件を 3 時間程度とし、
日額を 2700 円に減額)についての 2 回
目の県教委交渉を行いました。交渉に
は執行部 3 人と長く運動部顧問を務め
ている 2 人の組合員が参加し、県教委
は柴田教職員課長他 5 人が対応しまし
た。

県教委は、交渉の冒頭で、改めて提

案理由を整理したとして次のように説

明しました。

①支給要件の見直し(従事時間 4 時間

程度を 3 時間程度へ)は県版のガイ

ドラインとの整合性を図るため。

②支給日額の見直し(3600 円を 2700 円

へ)は国の基準が見直されるため（前

回の交渉で、日額を引き下げるべき

ではないという意見が出されたが、

引き下げをしなければ、約 1 億 6 千

万円が県の独自負担となり、県議会

等の理解が得られない）。

見直しをしなければ

県財政の負担増にはならない

高教組は、従事時間を引き下げる

ことに異論はないが、日額削減は、様

々な犠牲を払って部活動を担っている

顧問のやる気を削ぐことになるので、

削減すべきでないと改めて主張し、県

財政との関わりでは、前回の交渉で県

教委が｢見直した場合は支給対象が広

がるので、日額が減額になっても支給

総額としてはほぼ同じ｣と回答したこ

ととの関連を質しました。これに対し

て県教委は、見直さなければ支給総額

は変わらないことを認めつつ、ガイド

ラインが 3 時間になったのに、手当の

要件が 4 時間のままであることは矛盾

するとして、支給要件と日額をセット

で見直すことに固執しました。

高教組は、県のガイドラインで 3 時間

としている｢主活動｣と、手当支給の要件

である｢従事時間｣では準備や片付けなど

の時間の扱いが違うこと(別掲参照)、ガ

イドラインに従って 3 時間の｢主活動｣を

して、準備や片付けなどの時間を加えれ

ば 4 時間程度になるのだから、ガイドラ

インの 3 時間と従事時間の 4 時間が違っ

ていても矛盾しないと主張しました。こ

れに対して県教委は、部活動の時間短

縮は国をあげてのとりくみであること

等を強調し、県の財政状況を考えれば、

国の基準に準じた見

直しを行う必要があ

るとして、支給要件

と日額をセットで引

き下げる姿勢を崩し

ませんでした。

やる気を削ぐことを承知の上で

日額削減を強行

高教組が、速報を通じて部活動手当

削減についての現場教職員の意見を求

めた結果、25 日までに 32 校からのべ

96 人分の意見が寄せられました。そ

のほとんどが手当削減に反対する内容

だったので、A4 版 10 枚にまとめて、

今回の交渉で県教委に示しました。

高教組は、｢休日を割いての勤務で

あり、割増賃金が支払われるべき｣｢な

ぜ交通費が支給されないのか｣等の意

見が、以前から根強くあることを指摘

し、参加者からも｢顧問になれば、連

盟への登録料やウェアの購入費等、様

々な経費がかかるのに手当を引き下げ

るのか｣等、現場の多くの教職員が、

手当日額の引き下げについて大きな不

満を持っていることを指摘しました。

これに対して県教委は、｢顧問に沢山

の負担があることは十分理解してい

る｣等と述べつつ、制度がないことや

財政状況等を理由に、不満に応える姿

勢を示しませんでした。

高教組が、｢県の財政難はよく分か

っているが、今回の削減案は頑張って

きた人のやる気を削ぐものであり、納

得できない｣等の意見も示して、｢顧問

のやる気を削ぐことが明らかなのに、

それでも日額を削減するのか｣と追及

すると、県教委は｢やる気を削ぎかね

ないことは重々分かるが、財政状況か

ら困難｣として、顧問の｢やる気｣への

影響にもかかわらず、見直しを強行す

る姿勢を変えませんでした。

県教委が今回を最後の交渉とする方

針を示したので、高教組は予定の 1 時

間を 1 時間近く延長させて、繰り返し

手当を削減しないことを求めました

が、県教委は提案内容を変えず、交渉

は決裂しました。

☆準備や片付けなどの時間の扱いついて

高教組にお寄せいただいた意見の中に、｢準備や片付けなどを部活動の中
に入れないのはおかしい｣という意見が一定数ありました。準備や片付けな
どの時間の扱いについては、ガイドラインでの活動時間と部活動手当の支
給要件の従事時間では異なっていますので、整理しておきます。

【ガイドラインでの活動時間】

準備や片付けなどを含まない｢身体的トレーニング効果が期待される主活
動｣について、休業日は 3 時間程度という基準を示しています。これは、準
備や片付けなどを含めて 3 時間とすると｢主活動｣の時間が少なくなってし
まうことを考慮した結果と考えられます。

【部活動手当の支給要件の従事時間】

県教委は、従来から、準備や片付け、ミーティングなどの部活動に付随
する指導時間も従事時間に含めると説明しており、手当の対象として認め
ています。このことは今回の交渉でも同様に説明しています。ちなみに、
時間要件の｢ 4 時間程度｣については、そうした付随する活動も含めて 3 時
間 30 分以上と説明してきましたが、今回の提案で｢ 3 時間程度｣に見直した
場合は、2 時間 30 分以上とするとしています。


